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概　要

テレビ帯における周波数共用技術の進展

　テレビ放送のデジタル化は 2011年 7月の完成を目指して進行中であり、完成後のテレビ帯の

周波数共用が現実に近づきつつある。デジタルテレビ放送のチャンネルプランは、総務省令・告

示が定める混信保護比などの基準で定められているが、基準を満たす空きチャンネルがあれば、

同じ周波数を他の用途に共用できる。

　空きチャンネルの共用実験は二つ実施されている。横須賀リサーチパーク研究開発推進協

会による狭域デジタル新型コミュニティ放送では、ワンセグを利用して小さな空中線電力で半径

300メートルほどの範囲に狭地域限定のコミュニティ番組を提供する。繁華街では携帯電話でデ

パートや商店街の番組を見ることもできる。一方、島根ユビキタスプロジェクトでは無線技術に

MediaFLO を用い、松江市の一部が放送範囲である。マルチメディア放送と IC カードを連携さ

せ、ユーザーは店舗に送られたサービス情報を見ながらIC カードに貯めたポイントやクーポンを

使うため、カードの使用状況からユーザーの回遊性が観察できる。

　今後はさらなる空きチャンネル共用を目指し、より高度な周波数共用技術の研究開発が進めら

れるべきである。従来の放送の発展概念とは逆に、「できる限り狭く、できる限り少ない人たちのニー

ズに応える」というこの新しい形の放送は、いわば「コミュニティテレビ」への志向であり、通信

と放送の融合にいっそう近づいたサービスともいえる。各国でもデジタル化が進行中であり、こ

の「放送のウェブ化」が世界に広まれば、我が国の産業に新しいビジネスチャンスをもたらす可能

性がある。

島根ユビキタスプロジェクトにおける情報の提供形態

出典：島根ユビキタスプロジェクト
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1  はじめに

科学技術動向研究

テレビ帯における周波数共用技術の進展

山田　肇
客員研究官

　2011 年 7 月 24 日の完成を目指

して、テレビ放送のデジタル化が

進行中である。すべての放送局は

デジタル放送中継網の整備を進め

ている。液晶やプラズマ型の薄型

テレビの普及が幸いし、（社）電子技

術産業協会（JEITA）の統計によれ

ば、2008 年 8 月末時点で、2438

万台の地上デジタルテレビ放送を

受信可能なテレビが国内に出荷さ

れたという。

　テレビ放送のデジタル化の究極

の目的は電波の有効利用である。

アナログ放送では 1 ～ 62ch が用

いられてきたが、デジタル放送は

13 ～ 52ch までしか利用しない。

その差分 22 チャンネル分が他の用

途に転用されるが、これを周波数

の幅で表現すると 130 メガヘルツ

（MHz）に相当する注 1）。携帯電話や

高度道路交通システム（ITS）などさ

まざまな情報通信技術の普及・発

展によって電波資源が逼迫しつつ

ある現在、このような大きな幅で

新規利用の可能性が生まれること

への期待は高い。

　総務省・情報通信審議会の中に

設置された電波有効利用方策委員

会は、22 チャンネル分の有効利用

方策について検討し、その結果が

2007 年 7 月に総務省に対して答申

されている 1）。この概要を図表 1

に示す。テレビ以外の放送、自営

通信、ITS、電気通信（携帯電話）と

多様な用途に転用されようとして

いることがわかる。各国でも我が

国と同様にデジタル化のプロジェ

クトが進行中である。

　ところで同じ周波数を複数の用

途に共用できれば、電波はいっそ

う有効に利用される。周波数共用

技術については、すでに 2004 年

に『科学技術動向』で、基礎的な研

究状況を中心にレポートした 2）。
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図表1　テレビのデジタル化によって生まれる周波数の転用計画

参考文献 1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

注1：この論文ではテレビのチ

ャンネル番号は「ch」で表し、チャ

ンネルの数つまり周波数の幅を

表すときには「チャンネル」と表

記する。
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その後、この技術は進展し、デジ

タル化が完了した後のテレビ帯で

の共用が現実的に展望され始めた。

上述の差分 22 チャンネル分の新規

利用だけでなく、13 ～ 52ch の間

でも他の用途に共用できるとなれ

ば、その影響は著しいものになる。

　1992 年に初めて開設されたコ

ミュニティ FM は、その後全国

に普及し、総務省の統計によれば

2007 年度末には 218 局に達して

いる 3）。これらは県域を原則とす

る今までのラジオ放送ではカバー

できない、コミュニティのニーズ

に応えるメディアとして位置づけ

られている。この論文で紹介する

二つの周波数共用実験プロジェク

トは、いわば「コミュニティテレ

ビ」を志向するもので、コミュニ

ティ FM と同様に新しいメディア

として成長する可能性がある。

2  混信保護比とチャンネルプラン

　図表 2 に示すように、A 地点に

A 放送局が、B 地点に B 放送局が

あるとしよう。A 局から発射され

た電波の強度（受信電界強度）は距

離が離れるにつれて弱くなり、C

地点で受信機の感度限界に達する。

この場合には A 地点から C 地点の

間で A 局が受信可能になる。同様

に B 局の放送は B 地点と D 地点の

間で受信可能である。

　A 局と B 局が同じ ch で放送され

ていたとしても、C 地点と D 地点

が離れていれば混信が生じること

はない。原理的には、C 地点と D

地点が限りなく一致する距離まで、

同一 ch を用いる二つの放送局の間

隔を狭めることが可能である。実

際には、混信を余裕を持って避け

るために、C 地点で受信する B 局

の電界強度を（同様に D 地点で受信

する A 局の電界強度を）受信機の感

度限界よりもさらに低く制限する、

「混信保護比」という技術的条件を

設ける処置が取られている。

　デジタル放送で確保すべき混信保

護比については、NHK で実施され

た実験の結果に基づいて、1999 年

に電気通信技術審議会から答申が

出た 4）。これが同年、郵政省令お

よび郵政省告示になり、その後、

2003 年に「平成 15 年総務省令第

26 号」および「平成 15 年総務省告

示第 37 号」として改正された。

　上記答申から混信保護比の部分

を抜き出したのが図表 3 である。

　A 放送局のアンテナからのアナ

ログ放送を希望波として C 地点で

受信する際、C 地点には B 放送局

のアンテナからのデジタル放送が

妨害波として飛んでくる。二つの

放送が同一 ch を用いるなら、B 放

送局からの電波は A 放送局からの

ものに比べて 45dB 小さくなけれ

ばならないというのが、図表 3 が

示す技術的条件である。希望波が

アナログ放送の場合、妨害波がア

ナログでもデジタルでも混信保護
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図表2　同一チャンネルが共用可能となる電界強度の条件（原理図）

科学技術動向研究センターにて作成

図表3　混信保護比

情報通信審議会の答申などを基に科学技術動向研究センターにて作成

注：チャンネル検討では受信機特性の改善を見込み 20dB に変更

A 放送局
（希望波）

B 放送局
（妨害波）

周波数差 混信保護比

アナログ

アナログ

同一 ch 45dB

下隣接（妨害波が下側） 0dB

上隣接（妨害波が上側） 10dB

デジタル

同一 ch 45dB

下隣接（妨害波が下側） 0dB

上隣接（妨害波が上側） 10dB

デジタル

アナログ

同一 ch 30dB 注）

下隣接（妨害波が下側） -21dB

上隣接（妨害波が上側） -24dB

デジタル

同一 ch 28dB

下隣接（妨害波が下側） -26dB

上隣接（妨害波が上側） -29dB

 地点
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比は同じである。これに対してデ

ジタル－デジタルの場合にはそれ

が 28dB と指定されているので、

アナログ－デジタルの場合よりも

17dB 分だけ妨害波が大きくても

構わない。

　希望波を出す放送局が用いる ch

よりも一つ上の ch を妨害波側が

用いる場合が上隣接、一つ下の ch

を妨害波側が用いる場合が下隣接

である。A 放送局が 30ch を用い、

B 放送局が 31ch という上隣接の

場合には、アナログ－アナログな

ら 10dB の混信保護比が必要だが、

デジタル－デジタルなら -29dB に

なる。混信保護比がマイナスとい

うのは、希望波よりも妨害波のほ

うが大きくてもきちんと希望波を

受信でき、混信は起きない、とい

う意味である。

　このようにデジタル放送はアナ

ログ放送よりも混信に強い。その

分だけ同じチャンネルを使う放送

局の間隔を狭めたり、隣接チャン

ネルを効率よく利用したりできる。

このようにデジタル放送はアナロ

グ放送よりも電波を有効に利用す

る。それが、62 チャンネル分から

40 チャンネル分へと周波数の幅を

減らして残りを新規用途に提供す

る、テレビ放送のデジタル化とい

う大胆な施策の技術的根拠である。

　この混信保護比や電界強度の計

算式 注 2）などは、省令・告示で技

術的条件として定められている。

現実にはこれに加えて、都市や山

岳、海面などに起因するさまざま

な摂動を考慮して、チャンネルプ

ランを決めることになる。このた

めのシミュレーションソフトウェ

アも開発され利用されている 5）。

定められたデジタル放送のチャン

ネルプランは総務省により公表さ

れている 6）。

3  周波数共用の原理

　関東広域圏では東京タワーのアン

テナから、21 ～ 27ch までを使って、

NHK と民放キー局がデジタル放送

している。このほかに東京ローカル

局や放送大学を勘定に入れても、利

用されているチャンネルの数はせい

ぜい 10 で、残りの 30 チャンネル

分は空いているように見える。

　実は東京タワーからの放送が関

東全域に届くわけではなく、間に

山などが入って邪魔をすることが

ある。電波が届かない地域をカバー

するために中継局が作られ、そこ

からテレビ放送が再送信されてい

る。たとえばNHK総合放送の場合、

東京タワーからは 27ch で送るが、

小田原の中継局では 19ch、桐生で

は 37ch、秩父では 13ch から再送

信される。これらに残りの 30 チャ

ンネル分のうちのかなりの部分が

使われてしまう。

　このように中継局が別のチャ

ン ネ ル を 用 い る 方 式 を Multi 

Frequency Network（MFN）

という。日本のデジタル放送方

式 Integrated Services Digital 

Broadcast ing -  Terrestr ia l

（ISDB-T）は、中継局も同じチャ

ン ネ ル を 使 う Single Frequency 

Network（SFN）として実は構築可

能である。現在、総務省と関係業

界は ISDB-T を売り込もうと南米

各国で PR 活動を展開しているが、

その場では「ISDB-T は SFN で構築

できる」と説明されている注 3）。当

然ながら SFN のほうが MFN より

も、周波数の利用効率は高い。

　国内はアナログ放送時代の設計

思想を引きずって MFN であり、

使われていないチャンネル（以後、

空きチャンネルという）は数は少

ないが、関東広域圏でも存在する。

たとえば東京タワー直下の東京都

港区では秩父から放送されている

NHK 総合放送を受信する必要は

ないし、そこまで秩父からの放送

が届いているはずもないので、港

区では 13ch は空いている。他方、

埼玉県秩父市では 27ch の NHK 総

合放送は届かないので、それが空

きチャンネルになる。

　テレビ局の数が少ない地方で

は、いっそう空きチャンネルが増

える。たとえば総務省発表のチャ

ンネルプランで岡山県を抜き出し

て調べると、19ch が 32 の中継局

で、13ch が 29 局 で 繰 り 返 し 使

われているのに対して、23・25・

35ch は一切利用されていないこ

とがわかる。このうち、たとえば

23ch は隣接県では鳥取県鉢伏、島

根県浜田、広島県広島・呉・三次、

愛媛県石城などで利用されている

が、いずれも岡山県岡山市とは離

れているため、岡山市に限定すれ

ば 23ch は空きチャンネルである。

　なお、デジタル放送中継網は、

県庁所在地からの放送を中継する

一段目が終わり、その先の山間部

注2：放送局からの離れるにつれて減少する受信電界強度を計算する式が定められている。

注3：たとえば、コロンビアで2008年3月12日に開催されたセミナーで、NHKのTakada氏が講演した“ISDB-T Tecnologías 

de transmisión y sistemas de alertas de emergencia”ではSFNが強調されている。

（http://www.dibeg.org/seminar/0803Colombia_ISDB-T_seminar/2_ISBT_ews_Spanish.pdf）
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にまで放送を届ける二段目、三段

目の整備に進んでいる。この二段

目、三段目についても MFN が基

本となっている。一方、ギャップ

フィラーと呼ばれる簡単な技術を

利用して SFN で中継する技術の

開発に、総務省はすでに成功して

いる 7）。二段目、三段目にできる

限りこの技術を採用して利用する

チャンネルの数を減らすことは、

空きチャンネルを増やす上で有効

な方策である。

　空きチャンネルを利用する際に

は、主たる用途である中継局に混

信を生じないことが絶対的な条件

になる。岡山市で 23ch を使って

も広島市の放送を妨害しない、と

いうような意味である。そのため

には空きチャンネルを利用する側

が空中線電力（送信機からアンテ

ナへ提供される電力）を抑えればよ

い。図表 2 で、放送局 B からの放

送の電界強度は、空中線電力が低

ければ、わずかな距離離れただけ

で受信機の感度限界以下になる。

　ここまで説明してきたように、

地域ごとに異なる空きチャンネル

を利用し、小さな空中線電力で電

波を出そうというのが、テレビ帯

における周波数共用である。

4  空きチャンネルを共用する実験

　現在、国内で、テレビ帯の空き

チャンネルを共用する実験が二つ

実施されている。横須賀リサーチ

パーク（YRP）研究開発推進協会と

エリアポータル株式会社による実

験と、島根県松江市のユビキタス

特区での実験である。二つの実験

は共にコミュニティテレビと呼ぶ

のが適切な、新しい放送形態を目

指すものであって、地域コミュニ

ティの中で新しいメディアとして

成長する可能性を持っている。

4-1
横須賀リサーチパーク

における実験

　YRP 研究開発推進協会は、ワン

セグを利用して狭い地域に限定し

てコミュニティ番組を提供する実

験を重ねてきた。ISDB-T では一

つのチャンネルを 13 のセグメン

トに分割し、いくつかのセグメン

トを束ねて映像を送信する。この

セグメントを一つだけ使って携帯

電話などの移動体向けに放送する

のが、ワンセグメント放送、略し

てワンセグである。

　その成果を基に、2008 年 9 月

29 日に「狭域デジタル新型コミュ

ニティ放送準備委員会」の第一回総

会が開催された。今後、この委員

会を中心に、実用化のため、横須賀

ユビキタス特区を活用した実証実

験が行われることになっている 8）。

　一方で、狭域デジタル新型コミュ

ニティ放送の基本技術はエリア

ポータル株式会社に移管され、何

例か、実証実験が行われている 9）。

この狭域放送のポイントは、10 ミ

リワット（mW）という非常に小さ

な空中線電力でコミュニティ番組

を提供することである。無線 LAN

などに利用されている他の周波数

領域では、空中線電力が 10mW 以

下であれば無線局免許を取得しな

くてもよいという規則があり、そ

れをにらんでこの無線出力が用い

られている。

　10mW の 空 中 線 電 力 の 場 合、

前に言及した省令等が定める電界

強度の計算式から、受信可能なエ

リアの半径は 300 メートル前後

となる。このように狭い地域でし

か受信できない放送なので「狭域」

という。これなら、その ch を使っ

ている、遠くはなれた中継局に迷

惑をかけることはない。なお、ワ

ンセグは ISDB-T 技術の一部であ

り、混信保護比の設定には図表 3

を用いればよい。

　ワンセグ放送は携帯電話で受信

可能であるが、ソフトウェアを少

し書き換えるだけで狭域デジタル

新型コミュニティ放送が受信可能

になる。テレビ 1 チャンネルあた

り 13 のセグメントがあるので、

13 の独立した番組を同時に提供

することができる。混信に対して

の安全性を見込んで一つ置きにセ

グメントを利用するとしても、7

番組が可能である。

　この狭域デジタル新型コミュニ

ティ放送技術ならば、数キロメー

トル離れた地点で同じ ch を再び

利用して、その地点独自の放送が

できる。たとえば、東京都内なら

渋谷放送・新宿放送・池袋放送と

いった形で駅前放送に利用しても

よい。

　図表 4 に駅前放送のイメージ図

を示す。若者相手のファッション

ビルはセグメント 12 で番組を送

り、離れた地点にあるデパートと

商店街はセグメント 4 を使用（再

使用）してそれぞれ独自の番組を

流す。エリア全体にセグメント 0

で総合案内番組が送られる。

　エリアポータル株式会社によっ

て、2006 年には国立西洋美術館で、

館内ガイド番組と画家ごとに個別

の番組を一括して送信する実験が

行われている。2007 年には慶應義

塾大学日吉キャンパスで、キャン

パス放送として大学生活に関連す

る番組を流す実験が行われた。ま

た、富士スピードウェイや鈴鹿サー

キットで自動車レースの模様を来

場者に提供するといった試みも、

同社によって数回実施されている。
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4-2
島根県松江市の

ユビキタス特区での実験

　島根県松江市では総務省が創設

したユビキタス特区の制度を利用

して、島根ユビキタスプロジェク

トというテレビ帯の共用実験が始

められた。2008 年 1 月に特区に

認定され、2011 年 3 月まで島根

大学を拠点に次世代メディアの実

証実験が続けられる計画である。

　島根ユビキタスプロジェクト

推進協議会には、島根県、松江

市、島根大学などが参加し、地元

の株式会社メディアスコープが推

進母体となっている 10）。このプ

ロジェクトでは、無線技術として

MediaFLO を用いる。MediaFLO

は携帯端末向けのマルチメディア

放送の規格で、ITU（国際電気通

信連合）によって標準化されたも

のである 11）。なお同じ標準である

ITU-R BT.1833 の中に、ワンセグ

も採用されている。

　島根大学のビル屋上にアンテナ

を立て、62ch を使って、100W の

空中線電力で、松江市内に向かっ

て番組が放送されている。前に説

明した狭域デジタル新型コミュニ

ティ放送の 1 万倍という大きな空

中線電力であるが、この地域では

アナログの 62ch が空きチャンネ

ルで混信がないので、総務省から

免許が交付されている。

　ワンセグは各セグメントが同じ

情報量を運ぶように設計されてい

る。これに対して、MediaFLO で

は瞬間ごとに適切な情報量をダイ

ナミックに割り当て、ニュースの

ように文字が多く変化量の少ない

動画の瞬間には少ない情報量を、

スポーツのように急激に変化する

動画の瞬間には大きな情報量を割

り付けるというようにする。1 チャ

ンネルの中でたくさんの番組を同

時に送信する場合、大きな情報量

を必要とする番組と少しで済む番

組は瞬間ごとにランダムに出現す

る統計的性質があり、この性質を

利用すればワンセグなどより多く

の番組を一つのチャンネル内に多

重化できる。

　また、MediaFLO ではすべての

番組を携帯電話向けにする必要は

なく、図表 5 に示すように、一部

を電光掲示板や店頭の表示装置、

街中の巨大スクリーン（これらを総

称してデジタルサイネージという）

に送るといった利用方法が可能で

ある。実際に、島根県はデジタル

サイネージに広告や地域情報を流

すことを計画している。

　このようなデジタルサイネージ
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図表4　デパートや商店街がいろいろな番組を送る駅前放送のイメージ図

エリアポータル株式会社の資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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に防災情報を送る、というのも有

力な用途である。ゲリラ豪雨によ

る災害などは局地的に起きるため、

県域を基本単位とするデジタルテ

レビ放送に拠るよりも、デジタル

サイネージを用いるほうがきめ細

かに情報伝達ができるだろう。ま

た、夜間に長時間をかけて情報を

蓄積して、昼間に巨大スクリーン

で高精細動画を再生するといった

利用方法も可能である。

　島根ユビキタスプロジェクトの

特徴として、マルチメディア放送

と IC カードの連携も挙げられる。

店舗店頭にデジタルサイネージを

置き、MediaFLO を使ってサービ

ス情報を送り、ユーザーはデジタ

ルサイネージからポイントやクー

ポンを取得し IC カード（フェリカ

ポケット）に貯めて使い、IC カー

ドの使用状況からユーザーの回遊

性を観察するという、地域ならで

はの情報提供サービスを構築する

実験も行われる予定である。

4-3
二つの実験にみる

新しい可能性

　前述の狭域デジタル新型コミュ

ニティ放送と島根ユビキタスプロ

ジェクトには、共通点と相違点が

ある。

　まず共通点は、駅前や市内と

いった狭い地域を対象として新

しい形の放送を実現しようとして

いることである。今までのテレビ

放送は狭くても県域、広ければ関

東広域圏といった広い地域を対象

としている。渋谷駅前での小さな

イベント情報や、松江城を訪れる

観光客に郷土料理の店を紹介する

番組が毎日流れるということはな

かった。民放に広告を出稿するの

は自動車、食料品・飲料、化粧品

などのように広い地域に顧客がい

る企業であった。二つの実験が対



   PCIC

  

   

象とするのは、街の小さなスポン

サーである。

　つまり、「できる限り広く、でき

る限り大勢の人たちに」を志向する

今までのテレビ放送とは逆向きに、

「できる限り狭く、できる限り少な

い人たちのニーズに応える」放送を

展望している点で今までのテレビ

放送とはビジネスモデルが明らか

に異なっている。狭域デジタル新

型コミュニティ放送の実験には民

放も参加している。これはこの新

しい放送が今までのテレビ放送と

共食いになる恐れはないと判断し

ているためだろう。

　またインターネットとの連動性

という点でも、新しい形の放送は

今までのテレビ放送とは異なって

いる。郷土料理店のウェブサイト

に直接リンクするといった仕掛け

が設けられるなど、新しい放送

のほうがインターネットに対して

積極的である。通信と放送の融合

サービスにより近づいていると評

図表5　島根ユビキタスプロジェクトにおける情報の提供形態

出典：島根ユビキタスプロジェクト
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図表6　周波数共用の難易度を示す概念図

5  さらなる空きチャンネル共用を目指して

価できるだろう。

　一方、相違点として以下が挙げ

られる。

　狭域デジタル新型コミュニティ

放送は、国内に 3000 万台以上普

及したワンセグ対応の携帯電話

に、ソフトウェアを少し書き換え

て、番組を提供する。すでに膨大

な潜在的利用者が確保されている

ため、それらの人々の気持ちを

つかめばすぐに普及するだろう。

一方、MediaFLO を用いる島根

ユビキタスプロジェクトの場合に

は、今のところ、専用受信機が必

要になる。したがって、専用受信

機を持つことに抵抗を感じない利

用シーンを開発していくべきだろ

う。一方で、すでに説明したよう

にワンセグよりも MediaFLO の

ほうが多くの番組を同時に送れ、

デジタルサイネージに情報を提

供できるといった特長がある。番

組データを蓄積してから利用すれ

ば、MediaFLO では高精細化も可

能になる。今後、二つの新しい形

の放送システムは競争的に商用化

されていくと考えられる。

　しかし、ワンセグの場合には

混信保護比がすでに既存の規制

の中に組み込まれているのに対し

て、MediaFLO は今から実験し

て混信保護比を定めない限り実用

には供せないという大きな問題が

ある。特区制度とは、特区での実

験結果を見て、全国展開を判断す

る制度である。したがって、島根

ユビキタスプロジェクトが成功

すれば、混信防護比の条件を設

けようという動きも起きるだろ

う。なお、MediaFLO も ISDB-T

も伝送方式としては直交波周波数

分割多重（OFDM）を採用してお

り、MediaFLO の 電 波 の 性 質 は

ISDB-T とほぼ同等と考えられる

ことから、ISDB-T と同じ混信保

護比の条件が設定される可能性が

大きいだろう。

　前述の二つの実験は、テレビ帯

で周波数共用が可能であることを

示す世界的にも先駆的な実験であ

る。これをさらに発展させていけ

ば、電波はいっそう有効に利用さ

れることになる。それでは共用技

術は将来、どのような方向に向か

うのだろうか。図表 6 を用いてそ

れを説明する。

　図表 6 は周波数共用の難易を整

理したものである。技術的には、

空中線電力が小さければわずかな

距離で電界強度は受信機の感度限

界以下になる。したがって、空中

線電力が大きい場合よりも共用は

容易である。時間当たりに送信す

る情報量を増やすには利用する周

波数の幅を広くする必要があるが、

そのために複数チャンネルを同時

利用できるかどうかは空きチャン

ネルの有無に依存するので、実現

の困難性が増す。

　現在試みられている、東京都港

区や岡山県岡山市というように位

置を基準にして空きチャンネルを

決める方法は、実用化にもっとも

近いといえる。送信機にあらかじ

め位置と空きチャンネルの関係を

示すデータを記録しておき、GPS

（全地球測位システム）機能で位置

決めをして、その地点における空

きチャンネルを自動的に選択する

システム（Geo Location システム）

が、次の開発目標だろう。送信機

から送信する直前に周波数をス

キャンして空きチャンネルを見つ

け、それを利用する「認知無線シス

テム」は、さらに実用化が困難であ

る。ビル影などで電波が来ていな
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いからと空きチャンネルと誤認し

て利用し始めるといったミスを起

こさないように作り上げないと、

実用化はむずかしい。この認知無

線については、（独）情報通信研究

機構に新世代ワイヤレス研究セン

ターが設置されるなど、国内でも

研究が活発化している。2004 年に

米国電気電子学会（IEEE）の機関誌

に特集記事が掲載されるなど、諸

外国でも関心が高まっている 12）。

認知無線は、周波数共用に関わる

今後の研究開発の焦点といえる。

　一方、利用の観点から見れば、

放送用がもっとも容易である。こ

れは送信側の放送局の数が限られ

ているからであり、万一、混信が

起きても対策は比較的簡単に打て

る。次に容易なのは固定局同士で

通信する利用方法である。家庭内

での高速無線 LAN に利用するな

どが、この具体的な利用イメージ

である。もっとも困難が伴うのは

移動通信での利用である。無線機

がどのように移動してもつねに空

きチャンネルを与え続けるために

は、前述の Geo Location 技術や

認知無線技術を採用しなければな

らず、技術的課題も多い。

　以上に説明してきたことでわか

るように、狭域デジタル新型コ

ミュニティ放送と島根ユビキタス

プロジェクトの二つの実験は、現

時点でもっとも実現性の高い周波

数共用方法であったといえる。今

後は、より高度で困難な方向に向

けて研究開発が進むだろう。

6  欧米の動向

　欧米はいずれもテレビ帯の周波

数共用を進める方向に動いている。

　 米 国 で は、 テ レ ビ 帯 の 空 き

チャンネルを「ホワイトスペース

（White Space）」と呼んでいる。米

国の情報通信産業界から、このホ

ワイトスペースを放送以外の他の

用途に利用すべきであるとの声が

上がった。これを主張した企業は

Wireless Innovation Alliance13）

を組織し、FCC（連邦通信委員会）

に対して圧力をかけてきた。また、

消費者も Public Interest Spectrum 

Coalition14）を組織して、これを支

援した 15）。このような圧力を受け

て、FCC は 2006 年頃からその可

能性を検証するための実験を続け

てきた。Martin 委員長はホワイト

スペースを認めるかについて投票

を行う委員会の開催前から前向き

の考えを示していたが 16）、2008

年 11 月 4 日に開催された委員会

では、全会一致でホワイトスペー

スが認められた 17）。新しい用途は、

免許不要で利用できる小さな空中

線電力の機器を用いる通信までも

含むものであって、これをきっか

けに米国はホワイトスペースの利

用に向かって一斉に動き出すと考

えられる。

　欧州では、テレビ放送のデジ

タル化によって利用可能になる

電波資源を、「デジタル化の配当

（Digital Dividend）」と総称してい

る。欧州各国の関心は、このデジ

タル化の配当をどのように活用す

るかに集まっている。

　もっとも熱心なのは英国で、規

制官庁である OFCOM（英国情報

通信庁）は 2007 年にレポートを

発表し、デジタル化の配当の積

極的な利用を訴えた 18）。欧州で

は、デジタル放送に Digital Video 

Broadcasting for Terrestrial

（DVB-T）という方式が利用され

ている。これに対して英国では、

DVB-T よりもさらに周波数を有

効に利用できる（そのために動画情

報をいっそう圧縮して送信する）

DVB-T2 を利用する方向で技術の

標準化を進め、放送機器の開発に

も乗り出している 19）。DVB-T2 は

DVB-T よりも 45％ほど通信容量

が高いと見込まれている 20）。その

分だけ周波数が余るため、免許を

交付された放送事業者が余剰分を

他の用途に利用するという考え方

もあるといわれている。

　また DVB-T で放送網を整備す

る欧州の国々の中では、電波資源

を節約するために、ドイツ・フラ

ンス・スペインが SFN 方式を採用

している。このように、デジタル

化の配当を積極的に活用する方向

で欧州各国は施策を展開している。

7  まとめと提言

　テレビ帯の周波数共用は現実

に近づきつつある。我が国で行わ

れている狭域デジタル新型コミュ

ニティ放送や島根ユビキタスプロ

ジェクトは、世界的に見ても先駆

的な試みであり、このような実験

をいち早く重ねていくことは技術

先導性を確保することにつながる。

電波の新しい利用方法を実験する

特区制度を創設した総務省の施策

は評価できる。

　電波の有効利用のためには、こ
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の動きをいっそう前に進めてい

く必要がある。そのためには既

存の用途であるテレビ放送には絶

対に混信を起こさないという条件

の下で、新しい技術についても実

験免許ではなく本免許を与えるよ

うに、関連する省令・告示等の規

制の改正を急ぐべきである。特に

MediaFLO 技術については、混信

保護比を定める実験を進めるのが

適当である。

　さらに今後は 5 章に示した方向

で、より高度な周波数共用技術の

研究開発に努めるべきである。

　また、このような周波数共用が

テレビ帯にとどまる必然性はどこ

にもない。他の周波数帯でも、そ

の周波数における既存の用途に妨

害を生じない範囲で周波数共用を

認めていけば、電波をさらに有効

利用できる真のユビキタス社会に

近づいていくだろう。

　「できる限り狭く、できる限り少

ない人たちのニーズに応える」とい

うことを志向する新しい形の放送

は、今までのテレビ放送とはまっ

たく異なる新しい発想から提案さ

れた。インターネットのウェブサ

イトは数多くの人々に情報を発信

する機会を与えたが、それと対比

して、この新しい形の放送を「放送

のウェブ化」とする見方もある 21）。

これらは、通信と放送の融合にいっ

そう近づいたサービスともいえる。

携帯電話をメールに使う文化は日

本で誕生し、世界に広まった。同

じように、このような「放送のウェ

ブ化」が世界に広まっていけば、我

が国産業に新しいビジネスチャン

スをもたらす可能性がある。
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情報通信分野における特許の活用：ライセンスして市場をリードする

05）  ITU-T TSB Director’s Ad Hoc 

IPR Group Website：

  http://www.itu. int/ITU-T/

othergroups/ipr-adhoc/index.html

06）  総務省情報通信政策局通信規格

課、「情報通信分野における研究

開発・標準化・知的財産について」

2003年４月

07）  知的財産戦略本部、「知的財産推

進計画」2005年６月

08）  電子情報技術産業協会、「2004年

情報端末関連機器の世界・日本

市場規模および需要予測」2005

年３月

09）  日本記録メディア工業会、「記録

メディアビジネスを牽引する記

録型DVD」2004年 11月

10）  産業構造審議会・知的財産政策

部会特許制度小委員会・特許戦

略計画関連問題ワーキンググル

ープ、「特許発明の円滑な使用に係

る諸問題について」2004年 11月

11）  黒川利明、「国際標準を担う人材

育成について」『科学技術動向』

2005年６月

施も認める。それは利敵行為のよ

うに見えるが、戦略的な価値があ

る。我が国企業は特許をライセン

スとして活用して市場をリードす

る方向に動き出すべきである。な

お、そのために企業がいっそう特

許の取得に努めるべきでことは自

明であろう。

②政治的交渉としての
　国際標準化活動の活用
　取引交渉のツールのひとつに国

際標準化活動がある。しかし、国

際標準化活動に単に参加している

だけでは不十分である。我が国企

業は、仲間を増やし、また自社の

技術と特許が標準の中に組み込ま

れるように積極的に働きかける必

要がある。公正取引委員会のガイ

ドライン原案には「一部の参加者

が、規格の策定手続を不当に利用

することにより、規格を自らにと

って有利（又は特定の事業者にと

って不利）な内容とする」のは問

題との表現があった。しかし意見

公募の過程で、事業者団体から「参

加各社が自らの保有する技術が規

格に採用しようと働きかけをする

ことは当然の行為である」との指

摘があり、「自らにとって有利な

内容とする」との表現は削除され

ている。

　国際標準化活動は政治的交渉で

あって、技術の優劣を判断する場

ではない。したがって、企業は交

渉力に富んだ社員を活動に参加さ

せるべきである。また、交渉力を

高めるような教育機会も欠かすわ

けにはいかない 11）。

③パテントプール組織化可能性の
　追求
　パテントプールの形成には調整

コストを要するため、過度にそれ

に期待するのは危険である。しか

し、標準化活動の過程で参加者の

中に「将来パテントプールを組織

化する可能性がある」との共通理

解が醸成されていけば、調整が容

易になる可能性がある。我が国企

業は、将来を見通した上で、必要

な場合にはパテントプールの形成

に向けて、他国の諸企業に積極的

に働きかけていくべきである。
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